
 正 味 財 産 増 減 計 算 書
 

令和　5年　4月　1日　から　令和　6年　3月　31日　まで
一般社団法人　日本消火装置工業会

（単位：円）

科　　　　　　　目

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　(１) 経常収益

　　　　受取入会金 [  200,000 ] [  0 ] [  200,000 ]

　　　　　受取入会金  200,000  0  200,000 

　　　　受取事業会費 [  91,416,575 ] [  76,241,235 ] [  15,175,340 ]

　　　　　受取会費 (  29,063,000 ) (  29,253,000 ) ( △ 190,000 )

　　　　　　正会員  17,250,000  17,550,000 △ 300,000 

　　　　　　分科会  6,804,000  6,732,000  72,000 

　　　　　　支部会  2,469,000  2,451,000  18,000 

　　　　　　賛助会  2,540,000  2,520,000  20,000 

　　　　　生産比例受取会費  62,353,575  46,988,235  15,365,340 

　　　　調査研究受託収益 [  990,000 ] [  1,386,000 ] [ △ 396,000 ]

　　　　　調査研究受託収益  990,000  1,386,000 △ 396,000 

　　　　雑収益 [  5,746,565 ] [  6,820,738 ] [ △ 1,074,173 ]

　　　　　受取利息  802  745  57 

　　　　　雑収益  1,808,746  1,859,211 △ 50,465 

　　　　　印刷物頒布収益  3,937,017  4,960,782 △ 1,023,765 

　　　　経常収益計  98,353,140  84,447,973  13,905,167 

　(２) 経常費用

　　　　事業費 [  60,614,271 ] [  67,889,216 ] [ △ 7,274,945 ]

　　　　　給与諸手当  27,974,382  29,354,353 △ 1,379,971 

　　　　　退職給付費用  798,668  977,367 △ 178,699 

　　　　　福利厚生費  3,778,833  4,284,553 △ 505,720 

　　　　　期首商品棚卸高  4,396,876  3,204,837  1,192,039 

　　　　　期末商品棚卸高 △ 9,098,680 △ 4,396,876 △ 4,701,804 

　　　　　会議費  5,136,352  3,422,582  1,713,770 

　　　　　旅費交通費  1,003,377  518,528  484,849 

　　　　　通信運搬費  611,584  648,558 △ 36,974 

　　　　　減価償却費  401,909  470,385 △ 68,476 

　　　　　消耗品費  419,314  363,328  55,986 

　　　　　修繕費  791,571  54,780  736,791 

　　　　　印刷製本費  1,959,066  8,512,095 △ 6,553,029 

　　　　　新聞図書費  410,391  536,094 △ 125,703 

　　　　　水道光熱費  496,373  523,854 △ 27,481 

　　　　　賃借料  5,994,114  6,245,755 △ 251,641 

　　　　　支払負担金  5,328,600  5,392,012 △ 63,412 

　　　　　支払手数料  1,087,291  1,119,967 △ 32,676 

　　　　　支払リース料  1,920,692  1,909,204  11,488 

　　　　　渉外費  140,306  49,730  90,576 

　　　　　調査研究受託費  875,600  0  875,600 

　　　　　調査研究費  6,187,652  4,698,110  1,489,542 

当　　年　　度 前　　年　　度 増　　　　減
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 正 味 財 産 増 減 計 算 書
 

令和　5年　4月　1日　から　令和　6年　3月　31日　まで
一般社団法人　日本消火装置工業会

（単位：円）

科　　　　　　　目 当　　年　　度 前　　年　　度 増　　　　減

　　　　管理費 [  12,252,362 ] [  13,686,998 ] [ △ 1,434,636 ]

　　　　　給与諸手当  5,729,692  6,012,337 △ 282,645 

　　　　　退職給付費用  163,582  200,183 △ 36,601 

　　　　　福利厚生費  773,977  877,558 △ 103,581 

　　　　　会議費  1,052,023  701,009  351,014 

　　　　　旅費交通費  205,511  106,203  99,308 

　　　　　通信運搬費  125,264  132,836 △ 7,572 

　　　　　減価償却費  82,318  96,343 △ 14,025 

　　　　　消耗品費  85,883  74,416  11,467 

　　　　　修繕費  162,129  11,220  150,909 

　　　　　印刷製本費  401,255  1,743,441 △ 1,342,186 

　　　　　新聞図書費  84,055  109,802 △ 25,747 

　　　　　水道光熱費  101,667  107,295 △ 5,628 

　　　　　賃借料  1,227,710  1,279,250 △ 51,540 

　　　　　租税公課  21,069  101  20,968 

　　　　　支払負担金  1,091,400  1,104,388 △ 12,988 

　　　　　支払手数料  222,698  229,390 △ 6,692 

　　　　　支払リース料  393,393  391,040  2,353 

　　　　　渉外費  28,736  10,186  18,550 

　　　　　義援金  300,000  500,000 △ 200,000 

　　　　経常費用計  72,866,633  81,576,214 △ 8,709,581 

　　　　当期経常増減額  25,486,507  2,871,759  22,614,748 

　２．経常外増減の部

　(１) 経常外収益

　　　　経常外収益計  0  0  0 

　(２) 経常外費用

　　　　経常外費用計  0  0  0 

　　　　当期経常外増減額  0  0  0 

　　　　税引前当期一般正味財産増減額  25,486,507  2,871,759  22,614,748 

　　　　法人税、住民税及び事業税  211,000  211,000  0 

　　　　当期一般正味財産増減額  25,275,507  2,660,759  22,614,748 

　　　　一般正味財産期首残高  72,697,037  70,036,278  2,660,759 

　　　　一般正味財産期末残高  97,972,544  72,697,037  25,275,507 

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　当期指定正味財産増減額  0  0  0 

　　　　指定正味財産期首残高  0  0  0 

　　　　指定正味財産期末残高  0  0  0 

Ⅲ　正味財産期末残高  97,972,544  72,697,037  25,275,507 
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1.　重要な会計方針

（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　最終仕入原価法による原価法により評価している。

（２） 固定資産の減価償却の方法

　　 建物附属設備、什器備品、ソフトウェア　・・・　定額法　（※）

　　　（※）　税法上の一括償却資産（取得価額10万円以上20万円未満）に該当するもの　・・・　3年間の均等償却

（３） 引当金の計上基準

　　 退職給付引当金・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

（４） リース取引の処理方法

　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引　・・・　売買処理　（※）

　　　　（※）　重要性の乏しいリース取引（１件300万円未満）　・・・　賃貸借処理

　　 オペレーティング・リース取引　・・・　賃貸借処理

（５） 消費税等の会計処理

　　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。

2.　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

小　　　計  0  0  0  0 

特定資産

　 事業運営積立資産  38,003,961  19,069,602  0  57,073,563 

　 退職給付引当資産  4,739,750  962,250  960,000  4,742,000 

小　　　計  42,743,711  20,031,852  960,000  61,815,563 

合　　　計  42,743,711  20,031,852  960,000  61,815,563 

財務諸表に対する注記
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3.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
　対応する額）

基本財産

小　　　計  0 (0) (0) (0)

特定資産

　 事業運営積立資産  57,073,563 (0) (57,073,563) (0)

　 退職給付引当資産  4,742,000 (0) (0) (4,742,000)

小　　　計  61,815,563 (0) (57,073,563) (4,742,000)

合　　　計  61,815,563 (0) (57,073,563) (4,742,000)

4.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　 建物附属設備  964,898  945,040  19,858 

　 什器備品  5,264,197  5,241,458  22,739 

　 ソフトウェア  1,804,000  721,600  1,082,400 

合　　　計  8,033,095  6,908,098  1,124,997 
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１．基本財産及び特定資産の明細

　　　　「基本財産及び特定資産の明細」 は、財務諸表に対する注記 「２．基本財産及び

　　特定資産の増減額及びその残高」 に記載しているので省略する。

２．引当金の明細

（単位：円）

目 的 使 用 そ の 他

退職給付引当金  4,739,750  962,250  960,000  0  4,742,000 

附　属　明　細　書

科 目 期 首 残 高 当期増加額
当 期 減 少 額

当期末残高
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